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研究成果の概要（和文）：本成果は、土木工学分野と森林分野の学際的な研究により、液状化・

流動化対策として木材活用ができることを示した。具体的には、木材打設により液状化被害を

低減できること、地中における木材の腐朽が発生する環境を明らかにし、さらに、木材を利用

した場合の温室効果ガス削減効果を定量的に示し、地球温暖化防止対策として成立するための

必要なシナリオを明らかにした。これらについて、ガイドラインとしてまとめた。

研究成果の概要（英文）：This study shows wood can be used as liquefaction and lateral flow
countermeasure technique by collaboration study between civil engineering and forestry. To
be concrete, the study revealed that wood piling can reduce liquefaction damage,
environmental condition for decay of wood in the ground, quantitative reduction effects of
greenhouse gases and a needed scenario to accomplish this method as the global warming
prevention.
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１．研究開始当初の背景
1964 年の新潟地震における新潟駅舎のよ

うに、木杭基礎の建物で、周辺地盤が液状化
し、地盤変位が発生したにもかかわらず、大
きな不等沈下や傾斜を起さず、地震後も長期
に使用された事例が報告されている。

木杭基礎の歴史は古く、我が国のみならず
世界的にも多くの歴史的建造物が木杭によ
って建設されて来ており、その多くが現在も
健在である。しかしながら、腐朽や寸法・品
質のばらつきおよび供給が不安定であるな

どの理由から木杭が用いられることはほと
んどなくなり、現在ではコンクリート杭、鋼
杭が主流となっている。

一方、我が国は、京都議定書の約束期間に
おいて、温室効果ガス排出量の削減目標値ち
3.8%を「森林吸収」によって賄うとされてい
る。しかしながら、我が国ではコスト高、人
手不足等が原因となって、多くの森林が放置
され、荒廃が進んでいる。

森林の荒廃を防止してこれを再生させる
ためには、木材の利用拡大による生産・流通
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システムの活性化が不可欠である。具体的に
は、液状化対策などの目的で木杭を活用し、
木材を地中で長期保存できれば、土木工事を
進めながら同時に炭素の大量保存が可能と
なり、温室効果ガス削減に大きく貢献する。

２．研究の目的
本研究の目的は、古来、建設分野で用いら

れた木杭を道路・鉄道盛土、河川堤防等の基
礎地盤および護岸の液状化・流動化対策に活
用するための技術を開発し、これを実用化す
ることである。これにより、液状化・流動化
に起因した地震災害の軽減を図るとともに、
大量の木材を地中に長期貯蔵することによ
り温室効果ガス削減に貢献し、さらに国産木
材の生産・流通の活性化により森林の回復と
保全に寄与する。

３．研究の方法
本研究は、土木工学分野と森林学分野およ

び両分野の共同による調査・研究により構成
され、以下を行う。
(1)既往地震における木杭基礎の液状化・流

動化対策効果の調査
既往地震において液状化地域にあり、現存

ないし近年まで存在した橋台、建物など木杭
基礎構造物や直接基礎などの他構造物につ
いて調査を行い、木杭基礎の液状化・流動化
に対する効果を明らかにする。
(2)木杭の液状化・流動化対策効果の検証

小型および中型の振動台を用いて、構造物
模型、斜面模型、盛土模型の実験、および数
値解析により、木杭基礎の液状化および流動
化への対策効果を明らかにする。
(3)各種シナリオによる CO2の排出量、および

液状化対策として木杭を活用した場合の
地中炭素貯蔵量の評価
実際の液状化対策で木杭を用い事を想定

し、木杭の生産過程、木材生産後の森林管理、
残材の使用の有無、施工過程、使用期間、使
用後、メタンの影響などの各種シナリオにつ
いて、温室効果ガスの排出量および木材によ
る炭素貯蔵量の定量的な評価を他工法と比
較しながら行い、温室効果ガス削減に寄与す
るための条件を明らかにする。
(4)地中木材の腐朽特性と対策

木杭基礎の現地調査、および、地下水位変
動可能な模型地盤による木材の腐朽促進試
験により、土壌、樹種等が腐朽に与える影響
を明らかにし、設計用のチャートを提案する。
(5)木杭の可能供給量と需要量の予測

まず、木材生産の供給可能量を調査し、次
に、土木における木材利用ポテンシャル、お
よび、液状化などの地中での木材利用ポテン
シャルについてアンケート調査および各種
統計データにより推計する。
(6)木杭活用による CO2削減効果

実際の地盤に実大の木杭を打設する現場
実験を行い、この工事に関わる全ての化石燃
料消費量および木杭に貯蔵された炭素量を
計測し、工事と木杭使用による二酸化炭素排
出量の収支、および、全行程において二酸化
炭素排出量の多い作業項目を定量的に明ら
かにし、地球温暖化対策として効果を上げる
ために必要な条件を明らかにする。
(7)木杭による液状化・流動化対策のための

ガイドラインの作成
以上の研究成果について、「木杭による液

状化・流動化対策の設計・施工のためのガイ
ドライン」を作成する。

４．研究成果
(1)既往地震における木杭基礎の液状化・流

動化対策効果の調査
1964 年新潟地震では、地盤の液状化により

多くの構造物が大きな被害を受けた。そこで、
日本建築学会の新潟地震災害調査報告をも
とに建物被害の有無と基礎形式の関係を図
-1 に示す。図中の数字は建物件数、（）内の
値は割合を示す。

図より、直接基礎と比べ、木杭基礎および
RC 杭基礎の場合、被害無しの割合が多いこと、
また、木杭基礎と RC 基礎では被害の状況に
大差がないことがわかる。調査では RC 杭は
支持杭であり、側方流動によって根入れ部で
破断している事例も見られた。

図-2 は写真測量により求めた 1948 年福井
地震後の水平方向の地盤変位ベクトルであ
る。幸橋に着目すると、左岸側橋詰め付近の
地盤では、最大で約 1.9m の河道方向へ水平

図-1 1964 年新潟地震における建物被害の有無と
基礎形式の関係

図-2 1948 年福井地震による福井市幸橋周辺の液
状化による側方変位



変位が発生していることわかる。地震当時の
幸橋は鉄筋コンクリート単純 T桁橋（1933 年
竣工、橋長 133m）であり、橋脚や橋台は木杭
基礎であった。第 7 橋脚で実施他した木杭の
掘り出し調査の結果、樹種はマツ属であり、
河床以下に存在した木杭は腐朽することな
く健全であったことが明らかとなった。また、
当時の地震被害調査報告書によれば、橋脚や
上部構造への被害はなく地震後の通行に支
障は生じかった。

以上より、幸橋周辺で大きな側方流動が発
生していたにも関わらず、橋梁の上部と下部
構造、ならびに基礎構造の木杭には顕著な損
傷が生じなかった事実が明らかとなった。
(2)木杭の液状化・流動化対策効果の検証

小型振動台に、内寸法幅 780×奥行き 278
×高さ 400mm の土槽を載せ、そこに相対密度
50%の模型地盤を作製し、木杭を打設し加振
する実験を実施した。間伐材間の間隙水圧を
計測するために、間隙水圧計に外径 1mm 内径
0.7mm の針状のパイプを取り付けた間隙水圧
計を作製し計測した。

図-3 に、各入力加速度と杭間地盤で発生し
た過剰間隙水圧の関係を示す。木杭の打設間
隔が短くなるほど過剰間隙水圧の発生が抑
制され液状化対策効果があることが分かる。

振動台上にアクリル製の土槽（幅 800×奥
行き 400×高さ 500mm）を設置し、その中に
模型地盤を作製し、模地盤の右側にはのり高
さ 150mm で勾配 1：2 の斜面を形成し加振実
験を実施した。地表面には、重さ 6000g の構
造物模型を静置した。

図-4 は、180gal 加振後の地盤の最終変形
状態を示したものである。木杭打設すること
は単に沈下を抑制するだけでなく、不等沈下
を防止する効果も期待できることがわかる。

さらに、内寸幅 1500×奥行き 1500×高さ
1000mmの土槽内に相対密度 65%の地盤を作製
しその上に高さ 10cm の盛土を載せた模型地
盤の加振実験を実施した。盛土の下部全面や
法尻に液状化層厚の 42%の長さの木杭を打設
し比較検討を行った。

図-5 に、入力加速度 150gal で加振した後
の盛土の沈下変形量を示す。盛土の全面木杭
を打設することで沈下量が大幅に低減する
ことがわかる。ただし、法尻に木杭を打設し
た場合には、無対策との差は認められず、木
杭長さを液状化層厚にすることによって沈
下変形を抑制できることがわかった。
(3)各種シナリオによる CO2の排出量、および

液状化対策として木杭を活用した場合の
地中炭素貯蔵量の評価
木杭打設（LP）による液状化対策（500m2

×深さ 8m）を想定し、これと同等の改良効果
が得られる砂杭によるサンドコンパクショ
ンパイル工法（SCP）とセメント固化による
深層混合処理工法（CDM）とについて、温室
効果ガスの排出量の比較検討を行った。木杭
に打設による液状化対策では、図-6 に示すよ
うな木杭のライフサイクルとシナリオを想
定した。

評価結果を図-7 に示す。木材による炭素著
貯蔵量を考慮せず材料と工事による温室効
果ガス排出量を比較すると、SCP と木杭はほ
ぼ同等であるが、CDM はこれらよりも７倍の
排出量があることがわかる。さらに、木杭を
用いた場合は、森林で伐採後再植林を行わな
い場合や、地中で木材からメタンガス（メタ
ンか率=8.5%）が発生すると想定した場合に
は、むしろ SCP 以上に温室効果ガスの排出側

図-4 180gal 加振後の地盤変形の様子（重力場）
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図-5 加振後の盛土沈下の様子
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図-6 想定した木杭のライフサイクルとシナリオ



となる。一方、再植林が行われ、地中におい
て永久的に貯蔵が行われれば、貯蔵側に移行
し、工事することにより温室効果ガス削減に
寄与することが分かった。したがって、木杭
打設による液状化対策を実施し、温室効果ガ
ス削減に寄与するためには、再植林と半永久
的な貯蔵が必須条件である。
(4)地中木材の腐朽特性と対策

地中における木材の腐朽について、過去の
事例調査と腐朽促進試験の両者を実施し検
討した。

地中における木材の腐朽特性について以
下が分かった。図-8 に、これらをまとめた。
①地下水位変動域上限以浅では、木材は腐朽
する場合がある。
②地下水位変動域では、木材は腐朽する場合
がある。しかしこの領域では、地下水位変動
域上限以浅よりも腐朽しにくい。
③地下水位変動域下限以深では、腐朽せず
100 年を優に超え高い耐久性を有する。
④このような高い耐久性を有するのは、スギ
についても同様であり、樹種によらない。
⑤地下水位変動域上限以浅でも、地山部に打
設された場合は腐朽の進行が著しく低下し
耐久性を向上させる可能性がある。
⑥地下水位変動域以浅においては、埋戻し地
盤や亀裂があるような地盤では腐朽が生じ
やすくなる可能性がある。
⑦構造物の底盤直下では、構造物底盤と杭間
地盤との間に隙間が生じ易く腐朽しやすい
環境が整いやすい。
⑧地下水位変動域以浅においても、粘性土覆
われている場合には、腐朽の進行を著しく低

下させ、耐久性を向上させる。
(5)木杭の可能供給量と需要量の予測

木材可能供給量は、平成 22 年度森林・林
業白書を参考にした。図-9 に、日本の森林の
蓄積量の推移を示す。近年では概ね 80 百万
m3/年程度の蓄積増加があることが分かる。
2013 年以降、少なくとも国産材の国内利用に
よる炭素貯蔵は削減と評価される可能性が
あり、丸太打設工法での省エネ代替効果と炭
素貯蔵効果に期待される。「森林・林業再生
プラン」の数値目標として、2020 年の国産材
伐採量を 4～5,000 万 m3とすることとなって
いる。日本の森林吸収量は、人工林の高齢化
が進行し、2010 年頃の 90 年比 3.8%から 2020
年頃では 2.5%へと大きく減少するとされ、伐
採更新量を今のうちから増やした方が長期
的には森林吸収量は増加するとの試算があ
る。木杭打設工法代替による木材需要量は、
新規需要として貢献が大きい。

土木木材利用の推計のために、旧建設省、
現国土交通省が 3年ごとに行っている「建設
資材・労働力需要実態調査報告(土木部門)」
の工事種別毎の木材投入量原単位を用いた。
1994 年調査から木材資材は全て調査対象資
材から除外されたため、データは無い。国土
交通省には再び木材資材を調査対象にする
よう強く要望したい。また、アンケート調査
により各分野における木材利用ポテンシャ
ルの推計を行った。

図-10 に、土木における木材投入量の推計
値を示す。公共・民間・総計の全体的な推移
では、150～250 万 m3/年の間にあったが、2000
年を一つのピークに単調減少し 2007 年では
130 万 m3/年程度になった。さらに歩留まり、
他機関における推計値はかなり小さいこと、
下げ止まりがなければさらに減少したとも
捉えられることを考慮し、現状の使用量を
100 万 m3/年と推計した。

図-11 に、地中海洋分野における木材利用
のポテンシャル推計値を示す。この値は、ア
ンケートより求めたものである。液状化対策
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図-8 地中における木材の腐朽特性
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図-9 近年の日本の森林の蓄積量の推移（林野庁）
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を含めた軟弱地盤改良などで利用される木
材量は、850 千 m3/年程度と推計された。
(6)木杭活用による CO2削減効果

図-12 に示す深さ 4m、底面が縦 5m 横 20m
のトレンチに人工の軟弱地盤を作製し、そこ
へ実大の木杭を打設する実験を実施した。こ
れに関する植林から工事までに排出した二
酸化炭素量と地盤に打設された丸太に貯蔵
された炭素量を実際に計測し比較を行った。

図-13 に、木杭打設による炭素貯蔵量と植
林から工事の各作業における二酸化炭素排
出量を示す。本工事の場合、工事による二酸
化炭素排出量よりも木杭に固定された炭素
貯蔵量の方が大きく上回り、工事することが
二酸化炭素削減に寄与することがわかる。各
工程では、木杭打設、サンドマット、盛土の
作業工程で二酸化炭素排出量が多く、この内
訳では 10tダンプによる運搬による排出が多
い。材料を可能な限り現場近くから調達する
いわゆる地産地消とすることが二酸化炭素
排出削減に大きく貢献することがわかった。
(7)木杭による液状化・流動化対策のための
ガイドラインの作成

以上の成果について以下のガイドライン
としてまとめた。
①本ガイドラインの意義
・地球温暖化防止対策および林業再生のため
には木材需要の拡大が重要であり、液状化
対策として木材を使用することを積極的に

考えるべきである。
・木材は地盤中の地下水位以下では腐朽せず、
地盤の液状化の生じる条件下では長期耐久
性を有する。

②液状化対策として木杭を用いる場合の温
室効果ガス削減効果

・丸太打設を液状化対策として用いた場合に
は、省エネ効果と炭素貯蔵効果が期待でき、
従来工法と比較して、大幅な温室効果ガス
削減効果が期待できる。

・液状化対策として用いる木杭の製造時まで
に要するエネルギー消費量は少なく、その
消費量は、砂を材料として用いる SCP 工法
とほぼ同等で、セメント固化系の CDM と比
べると圧倒的に少なく、CDM 工法を木杭に
代替すると省エネ効果が大きい。

・液状化対策として木杭は、長期耐久性があ
るので炭素貯蔵効果が期待できる。

・液状化対策として木杭を打設すると、工事
自体が温室効果ガス削減となる場合がある。

・工事による二酸化炭素排出では、ダンプ運
搬での排出量が大きく、地産地消とするこ
とが二酸化炭素排出削減に大きく寄与する。

・木材を使用し温室効果ガス削減に寄与する
には、森林における伐採後の再植林は絶対
条件である。
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図-12 実大木杭打設による軟弱地盤対策実験の
概要
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図-10 土木における木材投入量推計値
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図-11 地中海洋における木材利用ポテンシャル
推計結果



・地中に設置した木材からメタンが発生した
場合には、温室効果ガスの発生側になる可
能性があり、今後これについて調査研究を
行う必要がある。

・温室効果ガス削減に大きく寄与するために
は、地中における半永久的な炭素固定を行
うことが有効である。

③木杭による液状化・流動化対策効果
・木杭間隔を短く打設するほど杭間地盤の過
剰間隙水圧の発生は抑制され、液状化対策
効果が上がる。

・液状化により流動化が生じる地盤であって
も、木杭打設により構造物の沈下傾斜抑制
効果が発揮される。この効果は、液状化層
厚に対する杭長が大きいほど効果が大きい。

・盛土基礎の全面に木杭を打設した場合には
大きな沈下抑制効果がある。

・盛土法尻に木杭を打設した場合には、杭先
端を非液状化層まで打設すると盛土の沈下
変形抑制効果が向上する。

④木杭を液状化・流動化対策として用いた場
合の腐朽について

・地中における木材が腐朽する可能性は、図
-8 によって検討できる。

・今後、各境界について定量的な数値につい
て研究を進める必要がある。

・地中で木材が腐朽しない条件下では、この
環境自体が腐朽対策となる。
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